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上水道事業　令和6年度の業務予定

上水道事業・下水道事業の業務予定をお知らせします
　地方公営企業法第40条の２の規定により令和６年４月１日から令和７年３月31日までの
業務予定をお知らせします。

量務業目項
上水道事業業務の予定

収益的収支 事業の管理・運営に関する収入支出（税込）

給水戸数
年間総給水量
一日平均給水量

9,481 戸
2,392,875 ㎥

6,556 ㎥

事業の内容 事業予定量
主要な建設改良事業の予定

資本的収支 施設の建設・改良に関する収入支出（税込）

・配水管の布設
ダクタイル鋳鉄管など
φ75mm～φ100mm

延長380.0ｍ

・老朽化した配水管の布設替
水道配水用ポリエチレン管など
φ20mm～φ75mm

延長250.0ｍ

・施設などの更新 （仮称）第５ポンプ場更新工事

下水道事業　令和6年度の業務予定

業務予定量項目
下水道事業業務の予定

収益的収支 事業の管理・運営に関する収入支出（税込）

排水件数
年間総排水量
一日平均排水量

1,986 件
651,607 ㎥
1,785 ㎥

雨水出水浸水想定区域作成事業
主要な事業予定

資本的収支 施設の建設・改良に関する収入支出（税込）

　五日市川第一排水区の、現地測量および当該データに基
づいたシミュレーションや解析などの設計業務ならびに、
これらを踏まえた雨水出水浸水想定区域図の作成業務。

※資本的収支の差引不足額100,600千円については、収益的収支の純利益の積立金などで補てんします。

※資本的収支の差引不足額96,600千円については、収益的収支の純利益の積立金などで補てんします。

※令和６年度より「公共下水道事業会計」は「下水道事業会計」となり
ます。また、農業集落排水事業特別会計は令和５年度で廃止とな
り、令和６年度より「下水道事業会計」として会計処理を行います。

収入収入
473,500千円

収入
473,500千円

支出
471,400千円

支出
471,400千円

収入
323,100千円

収入
323,100千円

支出
419,700千円

支出
419,700千円

収入
420,300千円

収入
420,300千円

支出
373,600千円

支出
373,600千円

収入
100,500千円

収入
100,500千円

支出
201,100千円

支出
201,100千円

企業債償還金
75,601千円
企業債償還金
75,601千円

水道料金収入
432,594千円
水道料金収入
432,594千円

その他
40,906千円
その他

40,906千円

企業債
200,000千円
企業債

200,000千円

施設の
維持管理など
222,054千円

施設の
維持管理など
222,054千円

支払利息など
29,466千円
支払利息など
29,466千円

減価償却費など
219,880千円
減価償却費など
219,880千円

工事分担金
102,422千円
工事分担金
102,422千円

国庫補助金
15,428千円
国庫補助金
15,428千円

配水管の布設や
ポンプ場の改修など
344,099千円

配水管の布設や
ポンプ場の改修など
344,099千円

負担金
5,250千円
負担金

5,250千円

下水道使用料収入
118,128千円
下水道使用料収入
118,128千円

受益者負担金
3,529千円
受益者負担金
3,529千円

他会計負担金
986千円

他会計負担金
986千円

その他
302,172千円
その他

302,172千円

一般会計補助金
95,985千円
一般会計補助金
95,985千円

施設の
維持管理など
183,482千円

施設の
維持管理など
183,482千円

支払利息など
34,762千円
支払利息など
34,762千円

企業債償還金
200,329千円
企業債償還金
200,329千円

管渠布設や
営業設備費など
771千円

管渠布設や
営業設備費など
771千円

減価償却費など
155,356千円
減価償却費など
155,356千円

養老町職員の給与などを公表します
　町職員の給与などのあらましをお知らせします。町職員の給与は、国家公務員などに準じて条例に定められています。

時間外勤務手当は
普通会計決算における時間外勤務手当の支給状況を示しています。

支給総額
職員１人当たりの支給年額

支給総額
職員１人当たりの支給年額

区　分
73,254千円
354千円

70,892千円
332千円

金　額

令和４年度

年　度

令和３年度

（令和５年４月１日現在）

①人件費は（令和4年度）
普通会計決算歳出の中で人件費の占める割合
を示しています。（特別職の給料などを含む）

千円 千円

歳出額（Ａ）

2,209,28512,396,961

人件費（Ｂ）

17.8%

人件費率
（Ｂ／Ａ）

17.5%

前年度の
人件費率

②職員給与費は（令和4年度）
普通会計決算における職員給与費の状況を示しています。こ
の給与費には、職員の退職手当負担金、町長、議員などの特
別職の給料・報酬などは含まれていません。

給 与 費
職員数
（Ａ）

250

給料

827,739 154,066

職員手当 期末・
勤勉手当

304,511 1,286,316

計（Ｂ）

5,145

１人当たり
給与費
（Ｂ／Ａ）

千円 千円 千円 千円 千円人

③職員の初任給は

185,200円
206,000円
185,200円
154,600円
173,700円
154,600円

養老町
岐阜県
国
養老町
岐阜県
国

大学卒

高校卒職
政
行
般
一

区　分 金　額

⑨職員手当は

期末手当 勤勉手当

退職事由 自己都合 定　年

職務上の段階などに応じた加算措置・・・有

容　内区　分

配偶者6,500円、子１人につき10,000円
その他１人につき6,500円
16歳から22歳までの子には5,000円加算

借家・借間の場合
　月額16,000円を超える家賃の額に応じ、最高28,000円まで

①交通機関などの利用者
　運賃に応じ月額55,000円まで
②自動車などの使用者
　片道２㎞以上で距離に応じ、月額2,000円から31,600円まで

扶養手当

住居手当

通期手当

期末手当
勤勉手当

退職手当

区　分

６月期
12月期

勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度額

19.6695月分
28.0395月分
39.7575月分
47.709月分

24.586875月分
33.27075月分
47.709月分
47.709月分

1.2月
1.2月

0.95月
0.95月

⑥特別職の報酬は

744,000円
637,000円
540,000円
320,000円
285,000円
265,000円

2.20月分
2.20月分

町長
副町長
教育長
議長
副議長
議員

６月期
12月期

料
給

酬
報

区　分

期末手当など

計４.4月分

月　額

令和５年度　養老町のラスパイレス指数は‥95.7%
　　　　　　県内町村平均は‥‥‥‥‥‥‥95.1%

○ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を
100とした場合に、町職員の給与水準を示す指標
です。

　

④職員の平均給料月額・平均年齢は

養老町
岐阜県
国

一般行政職

区　分
40.6歳
42.8歳
42.4歳

平均年齢
295,100円
325,421円
322,487円

平均給料月額

⑤学歴・経験年数による平均給料月額の違いは

大学卒

高校卒

学歴

一般
行政職

一般
行政職

職種
10年以上15年未満
20年以上25年未満
30年以上35年未満
10年以上15年未満
20年以上25年未満
30年以上35年未満

経験年数
263,300円
358,400円
406,800円
229,600円
337,300円
362,500円

平均給料月額

⑧部門別職員数は

一般行政部門
教育部門
消防部門

公営企業等部門
合計

区　分

体制強化
育休者復帰による補充減

主な増減理由対前年
増減

0
0
3
△ 1
2

令和５年度
166
21
66
23
276

令和４年度
166
21
63
24
274

職員数

職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を有する
休職者、派遣職員を含み、会計年度任用職員を除いています。

⑦級別職員数の状況は

24
18.5

１級

主事

28
21.5

２級

主任

18
13.9

３級

主査

15
11.5

４級

係長

24
18.5

５級
課長
補佐

16
12.3

６級
課長・
主幹

5
3.8

７級

部長

130
100.0

合計
区　分

職員数（人）
構成比（％）

標準的な
職務内容

町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数を示しています。
行政職給料表は７級制を採用しています。 （職種：一般行政職）

支給実績

支給対象職員１人当たり
平均支給年額
職員全体に占める
手当支給職員の割合

手当の種類（手当数）

代表的な手当の名称

区　分

11,232千円

133,719円

30.7%

9

消防業務従事手当、救急業務出動
手当、保健衛生技術職員手当、食
肉事業センター勤務手当　など

全 職 種

特殊勤務手当は
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